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　この研究報告は，抽象的な労働力の価値が，労働力の需給関係によって，種々の賃金に転化する
過程を，あきらかにすることをくわだてた．同時に，最近のわが国の賃金論の分野に定着した，い
わゆる労働力の「市場価値」理論を批判することを意図している．
　まず，抽象的な労働力の価値が具体的な現象から抽象された市場価値であることを，あきらかに
しよう．
　果体的労働の差異は労働市場を分割する要因であるが，そ９ためにうますtるそれぞれの聯種別常
働市場（慣例にしたがって職種別労働市場としｲておく払職務別労働市場でも斗り豹職稗別に蛍働力の
価値（市場価値）が成立するとはかぎらない．　具体的労働か多様化すればする,ほど，簡単労仰市場
は単一のものとして拡大し，簡単労働にかんしては職種の枠帝こえｔ単一の常働力口御傅が府立す
る．複雑労働にかんしてのみ，具体的労働の差果がモれぞ打の職種別労働市場で複年常仰力の御値
･（市場価値）を成立させる．
　しかも，複雑労働力は複雑職種のあいだを移動するこ’とが困難であるのに，簡単労働力へは自由
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に転化することができるので，簡単労働市場は本来の簡単労働力と複雑労働力の双方によって構成
されることになる．すなわち，節単労働市場には一国のすべての簡単労働力と複雑労働力が参加す
るので，簡単労働市場とは一国の労働市場をさすこと匹なる･
　簡単労働市場が一国の労働市場であれば，そこで成立する簡単労働力の価値は，一国の労働力の
価値であり，まさに労働力の価値という名称にふさわしいものになる．また，その価値は，市場で
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形成される価値，つまり市場価値でもある．
簡単労働力の価値（市場価値）は標準家族をもつ成年男子労働者の労働力によって
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　場合か多いので，そこでは女性労働力が支配的になり，それが簡単労働力の価値を規定するかもし
　れない．（もっとも，かりに女性労働力か支配的になっても，それか簡単労働力の価値を規定するとはかぎらな
　い９７あっ乙この点に？い゛叩の単:ふれ弔.）ところ力孔複雑声働力も参坤す弔簡平労蝉市弩別す男
　女労働力の柳成比率は大体安定しており，多数をしめる男性労働力か価値を規牢す弔ぐ･と弓なを
　労働力の構成比率からみても，簡単労働力の価値は所与の社会，所与の時代にはほぼ一定の大いさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　哺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　 ／をもつ，社会的に平均的な労働力の価値といえよう．
　　このようにして，ひとたび成年男子労働力が簡単労働力の価値を規定するや，それ以外の，たと
　えば女性労働力が価値を規定することはありえないし，また，女性労働力の「ｲ卸値」なるものが成
・立することもない．
　　いわゆる抽象的な労働力の価値は剰余価値の生産を証明するための単なる仮定でもなければ，手
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段でもない．それは一国の労働力の価値であり，市場価値であり，具体的な現実から抽象された価
値である．簡単労働力の価値がもつ，この具体的な性格は，その価値が「賃労働にかんする特殊理
論」のなかでも決定的な地位をしめることをしめしている．
　簡単労働市場が一国の労働市場であるために，複雑労働の職種別市場が簡単労働市場とならんで
存在することはありえない．それは簡単労働市場の内部に存在し，そこで複雑労働力の価値（市場
価値）が成立している．このことは，簡単労働力の価値とその市場力町現実においても理論におい
ても，基本となることを意味している．
　抽象的な労働力の価値がも,つ具体的な性格を把握することのできない多くの論者は，労働力の価
値の「具体化」に名を踏りて，あらたに労働力の「市場価値」理論を提起することになる．
一
一
　労働力の「市場価値」理論をのべる論者は，労働力の価値規定がもつ特殊な性格をみうしなう．
抽象的な労働力の価値の具体的な性格はかれらの追究力の弱さによってあきらかにされなかったの
であるが，労働力の価値規定の特殊性はかれらの不注意によってみおとされたようにみうけられ
る．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　いかなる意味での労働力の「価値」または「市場価値」を想定しようと，労働力という商品は一
般商品とは異なる性格をもっており，その価値は一般商品とは相対的に独自な規定をうけることに
なる．抽象的な労働力の価値にかんしてあたえられた価値規定の特殊性かそれらの「価値ｺﾞや「市
場価値」にも適用されなければならない．
　一般商品の場合には．最大の個別価値よりも大きい市場ｲ商値，最小の個別価値よりも小さい市場
価値はありえず，もしそのような水準に価格がきまっても，それは市場価値ではなく，市場価格で
ある．市場価値は最大の個別価値と最小のそれとのあいだに成立している．
　労働力については，その価値規定は特殊な性格をもち，一般商品の価値規定が修正されて適用さ
れる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”
　まず，労働力の価値は必要労働時間の歴史をうけつぐものであり，かつ，それ自体生産関係の表
現でもあるので，賃金の長期の変動によってその大いさは変勁させられることになるか，その価値
には最後の限界，生理的な限界かおり，賃金がこの限界にまでさがれぱ，それは価値以下への賃金
の低下である．このように労働力の価値の減少には限度がある，そうして，この生理的限界は自然
条ｲ牛と社会条件のなかで歴史的に形成されてきたものであり，しかも，賃金や労働条件がそろって
全面的に悪化することがなく，労働者の生理的生活が弾力性をもづているので，その限界をこえれ
ば，労働力の活動条件と再生産条件が直ちに目にみえて破壊されたり，労働力が死滅するといった
ものではない．
　つぎに，労働力の価値は，標準家族をもつ戊年男子労働者の,労働力の再生産費であるか，いわゆ
る「価値分割」（機械装置が労働者家族の全成員を労働市部こ投ずるために成年男子の労働力の価値が家族成員
のうえに配分されること）によって労働力の価値が減少するとしても，労働力の価値規定のその他の
特殊性ともからみあって，その減少には限度があり，その限度をこえて賃金がさがるならば，それ
は労働力の価値以下への賃金の低下である．
　さらに，労働諸条件が労働力の正常な活動条件と再生産条件を破壊するときには，いかに賃金が
高くても，それは労働力の価値以下に低下している．
　多くの論者は，抽象的な労働力の価値を具体的な･ものとしてとらえることができず，そのため
に，その価値規定の特殊性がもつ理論上の重みをかんじとることができない．その結果，「ｲ而値分
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割」による労働力の「価値」の変化を論ずるときに，また，何らかの理由によって労働市場を分割
し，それらの市場での「市場価値」の成立を論ずるときに，不注意にも，常識ともいえる価値規定
の特殊性をわすれてしまい，労働力を一般商品なみに扱うことになる．
　たとえば，かれらは「価値分割」によって児童労働力の「価値」が成立するとみなしたり，ま
た，職種別市場で児童労働力が労働力の「市場価値」を規定すると考えたりする．しかし，児童労
働そのものが労働力の正常な再生産条件を破壊するので，児童労働力の「価値」が成立するはずは
ないし，また，児童労働力が「市場価値」を規定することもありえない．
　資本主義のもとでの女性労働も労働力の正常な再生産条ｲ牛を破壊する可能性をもっている．女性
労働が保護され，かつ，女性の労働力化か十分に普及すれば，妻の賃金の分だけ労働力の価値か減
少するであろう．しかし，一般にはそのようなことはおこりえないし，現実に労働力の価値に達し
ない男性の賃金をおぎなうために女性が労働している．女性の生活費は労働力の価値にふくまれる
ことになる．もともと，労働力の価値が男性労働力によって規定されているので，女性労働力の
　「価値」なるものが成立する余地はないし，また，女性労働力が職種別市場で労働力の「市場価
値」を規定することもない．
　さきに，簡単労働市場，すなわち一国の労働市場で女性労働力が支配的になれば，それが労働力
の価値を規定するかもしれぬ，とのべたが，女性労働力が支配的になったからといって，それによ
って労働力の価値が規定されるとはかぎらない．女性労働か労働力の正常な再生産条件を破壊する
ときには，いかに女性労働力か多数であっても，それは価値を規定することはできない．そういう
場合に成立する低い賃金は労働力の価値ではなくて，価値以下に低下した賃金である．
　労働力の価値規定の特殊性を，もっと具体的に，労資双方の意識の面でとらえるならば，事態が
いっそうあきらかになるであろう．資本家は労働力の支出そのもの，すなわち「労働」という商品
を一般商品なみにあつかう．資本家にとって，「労働」は生産手段と同類のものであり，「労働」に
たいする支払いは，経費の一部をなすにすぎない．資本家は，商品交換の法則にのっとって．商品
労働力の使用価値，労働を無制限に掠奪しようとする．だからといって，労働力の「価値」や「市
場価値」がその他の商品と同じ論理で成立するとは決していえない．児童労働力のごとき，最小の
個別価値をもつ労働力によって労働力の「価値」や「市場価値」が規定されることはない．より安
価な労働力をよりよく搾取することをもとめる資本家の意図にたいして，労働者は，労働力が労働
者の肉体のなかに実存するという事実から，労働力の価値が労働力の正常な活動条件と再生産条件
とかかわりあうという，価値規定の特殊性を主張して，搾取の制限をもとめる．労働者もまた，商
品交換｀の法則のうえにたっている．労資は同じ商品交換の法則にのっとりながら，労働力の価値規
定の特殊性をみとめるか否か，で対立する．労働者階級は生産力の実質上の担い手である．しかも
賃金が児童労働力のごとき，最小の個別価値によって根本的に規制されることはなく，労働者の反
抗や賃上げがかならずうまれる．いずれの立場が，客観的にみて，科学的であるかは，自ずからあ
きらかである．
　労働力の価値規定の特殊性をみうしなうことは社会科学の立場をすてさることである．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
　つぎに，簡単労働力の価格について考察しよう．
　すでにあきらかなように，「価値分割」によってうまれるのは新しい労働力の「価値」，つまり，
児童，女性および単身男性の労働力の「価値」ではなくて，それらの個別価値懲あり，簡単労働力
の価値は，いぜんとして，標準家族をもつ成年男子労働者の労働力によって規定される．
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　労働市場が男女労働力から構成されるとしよう;
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.．　　　１●．　・　　♂ｊ　　１労働力の価値（市場価値）の成立は男女同一労働同一賃金の原則の客観的根拠となる．だが,競争
のなかで，一般に，女性労働力はその小さい個婉価値をよりどころにして，価値よりも低い競争価
●　　　　　　　　”ｊ　　　　　ｌ　’ l　　　　　iS　　　　　S格をもつことになる．これが男女同一労働差別賃金の客観的根拠となる．男女同―賃金と差別賃金
は同じ労働力の価値の異れる現象形態である．男女差別無金は労仙力の価値を上限とし，それ以下
に成立する低賃金枯造であって，そのなかで男性の賃金は女性のそれとくらべて相対的に高賃金で
ある．したがって，女性労働力は平均労働力，すなわち男性労働力にくらべて大きい利潤，超過利
潤を資本に供することになる．男女差別賃金とは労働市場全体にみられる競争価格のことである．
　純理論的にのべるならば，男女差別賃金のもとでは，資本の労働力需要は男女双方にたいして平
等にあらわれず，賃金の低い女性労働力に需要があつまる．女性労働力の供給には限度があり，資
本の全ま要をみたすととができないので，女性の賃金があがりｙ労働力の価値に近づくにつれて，
　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　．Ｉ　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　’　　　ｌ男性労働力の雇用がはじまる．ここに，労働力の価値の規制力と男女同一賃金の抽象的可能性をみ
ることができる．
　もし男女同一賃金か実現しておれば，労働力の需給関係によって，同一賃金のままで賃金水準が
上下したことであろう．差別賃金のもとでぽ，女性の賃金が上下することによって賃金の全般的上
昇が妨げられる．女性賃金は安仝弁となる．
　現実･には労働力需要か女性のみに集中することほありえない．したがって，需給関係による女性
の賃金の上昇には限度かおり，労働力の価値叱まで迫することは，一般には，ありえない．それに
もかかわらず，女性賃金の上昇は労働力の価値の規制力をしめしている．他方，男性の賃金は競争
のなかで労働力の価値を離れて，低下する傾向をしめす．しかし，労働力の価値の規制力のもとで
は，女性の賃金水準に男性の賃金か全般として低下することはありえない．
　労働力は労働者の肉体のなかに実存するので，日々の生活のなかで再生産されねばならない．そ
のために労働力の販売競争はきわめて激しく，たとい産業予備軍が存在しなくても，男女間の競争
のむかで責金が低下しうるし，また，男女間の賃金格差を残したままで，労働力の需要と縦組が一
致する場合も考えられる．
　多くの論者は労働市場を男性労働市場と，女性労働市場に分割する．そのこと自体には誤りはな
い．だが，男女それぞれの労働市場で労働力の「価値」（「市場価値」）が成立すると想定することは
できない．その理由はつぎのように要約されよう．第一は労働市場の性格である．労働力の価値の
成立に直接関係するのは具体的労働によって区分された労働市場であうて，それも複雑労働市場に
かぎられる．第二は労働力の価値規定の特殊性である．労働力の価値が女性労働力によって規定さ
れることはない．
　もし女性労働市場における労働力の価値（市場価値）の所在を問うならば，それは男性労働力の個
別価値の水準に，換言すれば労働力の価値の水準にある，と答えられねばならないであろう．つま
り，男女双方の労働市場をつうじて，労働力の価値は単一のものである．したがって，ことさらに
女性労働市場における労働力の価値の成立を論じなければならぬという，論理的必然性は存しな
い
　女性労働市場とは，労働市場全体における労働力の需給関係とは相対的に独自な労働力の需給関
係の場を意味している．そこでは独自の「価値」，女性労働力の「価値」なるものは存在しない．
そこにあるのは，労働力の価値からの女性の賃金の乖離である.
　さらにくわしく論ずるならば，労働力の価値は，現実比は，簡単労働職種の賃金という現象形態
をとる．それとともに，男女労働力の競争価格は職種別賃金として種々の変動をしめすことにな
る．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
　簡単労働市場で男女労働力の競争価捨が職種加責金に転化する事情を，簡雄心表をもちいて，考
察しよう．　　　　　　　　’
　簡単労働にかんして，男性労働力の個別価値を100,女性めそれを6（jとすると，旁仏力の始ｲ削市
場価値）は100である．競争価格としての女性賃金は，労働力め価値をこえることがないので, 1.00
より小さく，60まで低下することができる．ここでは女性の賃金を60にする．
　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｒ　　　　．　　ぷ　　　　　　　　　　　●●　　　　　　　●　　　　　１｀資本家は労働市場で，それぞれの職種の実情に応じて，男女労働力を購買することになり，次表
にみられるように，種々の職種別賃金が成立する.
　　　゛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表　　１
職　種　名 Ａ Ｂ Ai B1 Ｃ Ci C2
労働力構成 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
賃　　　金 100 60 60 100 100 100 60 60
　この表に記された労働力構成は，それぞれの職種別労働市場における労働力構成である．それぞ
れ･の職種で現実に雇用されている労働力の種類ではない．職種別労働市場のあいだでは労働力は，
本来，自由に移動することができるが，主として具体的労働の差異が原因になって，職種間の労働
　　　　　　　　・,..パ　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Il i力移動が相対的に制約され，労働力の需給関係が職種の枠をこえて平均化せず，職種ごとに相対的
に独自な需給関係がうまれている．この相対的に独自な需給関係が職種別労働市場なるものをつく
りだしている．だが，職種別労働市場は労働力の価値（市場価値）とは別な「価値」，いわゆる職種
別労働力の「市場価値」を形成することはない．そこに形成されるのは，抽象的な労働力の価値が
｀直接に現象した，職種別賃金である．
　また，労働市場が女性労働力のみによって構成されていたり，男女労働力によって構成されてい
たりしても，職種別賃金は100から60までの幅をもつことになる．それは労働力の価値の規制力の
ためである．労働者もまた，それだけの幅のなかで，同一賃金をもとめたり，差別賃金を自らもと
めたりするが，それもまた，労働力の価値の運動法則に駆られてのことである．
　さて，職種Ａの賃金は労働力の価値の水準にある．
　それにたいして，職種Ｂの賃金は女性労働力の個別価値の水準にある．Ｂの労働力が女性労働力
であり，60という賃金によって女性労働力の再生産か可能であっても，それは労働力の価値以下の
賃金である．その意味では，それが99であっても価値以下の賃金である．職種Ｂの内部では同一賃
金が成立していることになるが．これは同一労働同一賃金の原則に反している．同一賃金の原則と
は，労働力の価値にみあうものでなければならない．職種ＡとＢのあいだでは，異種労働間の男女
同一労働差別賃金がみられる．
　職種Ａ，では，男性づ賃金力汝性労働力の個別価ｲ直心水準比まで低下しているが，ｃの食金は．
　　　　　　Ｆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　ｌ●●第一に労働力の価値よりも低く，第二に労働力の正常な再生産条件を破壊するという，二罫の意味
で労働力の価値以下の賃金である．
　職種Ｂ，の賃金ほ女性か男僧なみの賃金をうけとる場合をしめしにいる．ここでは，職地Ａの賃
　　　　●一一Ｉ　●　ｓ　ｌ．　　．　　　　　　　ｊ゛　．　　　　　　　　’　　　　　゛金，づまり労働力の価値と比較して，異種労働間の男女同一労働同一賃金の原則が成立している．
　職種C1の賃金はもっとも典型的な男女同一労働差別賃金である．　　　　　　　　　　　　　ｌ
　職地Ｃい
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に，それは男女同一労働同―賃金の原則とは無縁のもの.である．
　さらに，職種別労働市場では，労働市場全体とはちがって，労働力の需給関係が強くあらわれる
ことがあるので，男性の賃金が労働力の価値をこえることもある．したがって，上の表では男性の
賃金は100を上限としているが，それをたとえば110に修正しなければならない．他方，女性賃金の
下限はたとえば54に修正しなければならない．
　上にのべた事情は簡単労働職種間の賃金格差の発生をしめしている．職種別賃金は抽象的な労働
力の価値の現象形態であり，職種間の労働力の競争価格である．もともと職種間の労働力移動は相
対的に制約されていたのであるから，結局，労働力は移勤し，賃金は平均化する．すなわち，職種
間の差別賃金のあるところ，同一賃金の抽象的可能性がある．
　しかし，労働力の供給過剰のもとでは，労働力の移動は高い賃金を低い方へ平均化するのに役立
つ．そこに労働力の価値以下への賃金低下の可能性かおる．
　もし，簡単労働の職種別市場で，種々の労働力の「市場価値」が成立すると想定するのであれ
ば，それらの「市場価値」は簡単労働力の価値の水準にある，といわねばならない．それであれ
ば，はじめから，職種別労働力の「市場価値」の成立を論ずる必要はない．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‰　　●　　●
　前節では職種内部における男女賃金格差についても考察したが，この節では，同じ職種内部の賃
金格差でも，労働の質と量の，平均からの乖離によって生ずる賃金格差について考察しよう．多く
の論者は，男女差別賃金については性別労働市場のもとでの女性労穏力の「市場価値」の成立を論
ずるという誤りをおかしたが，労働の質と位の差異から生ずる職種内部の賃金格差については労働
市場における労働力の需給関係を無視している．
　一般に，労働時間が平均より乖離するにつれて時間賃金は変化する．その事情をつぎの表にしめ
すか，ここではー･応，割増賃金はないものとした．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表　　２
･労働力の価値 基準労働時間 時間賃率 労　働　者 労働時間 賃　　　　金
100 ８ 12.5
ａ ８ 100
ｂ ，　９ 112.5
　表では，労働力の価値が100,基準労働時間が
働者として８時回労働によって賃金100をえ，それにたいして特定の労働者ｂは，９時間労働の結
果, 112.5の賃金をうる．　　　　　　　　　　　　　　　･-　　ｊ
　Ｂの賃金がＡより高いのは労働力の支出か大きいからである．支出の増大は賃金格差の基専にな
る．だからといって,」2.5が９時間目の労働力支出によ息再生産費の増大に正確に照応していると
いうのではない．この12.5は，ｂが供する超過利潤を源資として，現実の労働力の需給関係のなか
で変動しうる．
　もしＡが９時間労働へ移行できるならば，つまり９時間労働への労働力の移動が自由であれば，
100と112.5という二本建ての賃金は成立しなかったであろう．何らかの理由によってＡが９時間労
働へ移行できないという事情が，８時間労働にたいする需給関係とは相対的に独自な需給関係を，
９時間目の労働にたいして生ぜしめる．たとえば労働組合の反対によって９時間目の労働への移行
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が強く制限されるとき，それに割増賃金が支払われる．この割増賃金はａを９時間労働へ駆りたて
るであろう．逆に，９時間目の労働が無償のものになる場合も考えられるであろう．９時間目の賃
金がが｀口から割増賃金にいたるいずれの水準に定まるかは，９時間目の労働にたいする相対的に独
自な需給関係に依存している．
　表２における労働時間を８時間に統一して，労働強化による生産個数の変化をみるならば，個数
賃金についてのつぎの表をうることができる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表　　３
労働力の価値 基準生産個数 個数賃率 労　働　者 労働強度 生産個数 貢　　　　金
100 ８ 12.5
ａ１ 平　　　均 ８ 100
ｂ１ 平均以上 ９ 112.5
　多くめ論者は，個数賃金にあっても，ただ生産個数さえ増えれば賃金が増加すると考えている．
しかし，問題はむしろ･，平均労働者a1がb1に転化できないために，９個目を生産する労働にた
いして相対的に独自な需給関係がはたらくところにある．刺激給とは，９個目を生産する労働へ平
均的労働者が移行するよう，それを妨げる要因を克服することを労働者に強要するものである.づそ
の要因には，小さいものでは労働者個人の肉体上，精神上の事情があり，大きいものでは労働組合
の生産制限慣行かおる．
　表２と表３では，職種内の労働の量の変化と賃金の変勁との関係をみたが，そ,れを労働の質の差
異におきかえてみよう．
　まず，熟練度の差異による生産個数の変化と賃金との関係を表にしめそう．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表　　４
労働力の価値 基準生産個数 個数賃率 労　働　者 熟　練　度 生産個数 賃　　　　金
100 ８ 12.5
ａ２ 平　　　均 ８ 100
ｂ２ 平均以上 ９ 112.5
　表２と表３での賃金格差, 12.5は，労働量の増大にともなう労働力再生産費の増大をしめして
いるが，この表での賃金格差は熟練育成費を反映している．現実には，この賃金格差の源資は超過
利潤にある．この場合にも，労働者b2の９個目の賃金かどの水準に定まるかは，９個目を生産す
る労働にたいする需給関係に依存している．
　表４の熟練の差異が労働者の天性の器用さから生ずるとすれば，育成費は問題にならず，賃金格
差の基準になるものは存しない．しかし，やはり，９個目の労働にたいする相対的に独自な需給関
係が９個目の個数賃金を定めるであろう．
　さらに，表４の生産個数の差異が生産性の格差から生ずる場合を考えてみよう．たとえば，労働
者b2が加工しやすい原料をあつかっているとか，あるいは，すぐれた道具や機械をもちいている
場合である．９個目を生産する労働にたいする需給関係は，８個を生産する労働にたいする需給関係
とは相対的に独自なものである．賃金格差の基準になるものは存しないが，超過利潤が背景になっ
て９個目の労働の価格がうまれる．
　これまでのべてきた平均的労働者と平･均を乖離する労働者を，平均企業における労働者と平均を
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　¢●　　　　　　　　　　　　　・　｀　　　　　　　　　　　　　　　ミ
乖離する企業における労働者におきかえるならば，賃金の企業間格差をみちびきだすことができ
　，　　　●I　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　･●　よ　　ｉ　　　ｓ　’　■
る．
　　したがって，賃金の企業間格差に何らかの基準があると考えるのは誤りである.・また，企業規模
　　　－　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1　　　　　｀●　　　　　　　　　　　　　　　tiや企業ごとに労働力の「市場価値」を成立させる労働市場が存在する，と考えるのも誤りである．
企業間賃金格差は，労働力の企業間移動が何らかの理由によって，妨げられるために，そこに相対
的に独自な労働力需給関係がうまれることによって生ずる．
　企業間の賃金格差には労働力の移動をふせぐ目的をもつものかおる．いわゆる足どめのためのも
のである．これについても考えてみよう．
　まず，職種内の熟練給にかんして，その職種内での経験年数とともに熟練が向上することがあ
　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　・　　　　　　　．　●-　　　　●
る．この場合に賃金が増加すれば，それは熟練給である．賃金格差の基準になるのは育成費である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　１から，熟練労働者の賃金は，理論的には，労働力の価値に育成費をくわえたものになる．
　特牢宍業での勤続年数の増加とともに熟練が向上しなくても，あるいは逆に低下しても，高い賃
金が支払われるとすれば，それは企業にたいして忠誠心をもう労偉力を確保するなめの，足どめの
ための，賃金となる．これが勤続給である．この場合，勤続年数の差による賃金格差を規制する基
準は存在しない．他企業よりも高い賃金か支払われればよい．
　足どめのための勤続給は，労働力の流出をふせぐことかできても，流入をはばむことはできな
い．むしろ，その面では労働力の移動を刺激するのであって，賃金が低い方へ平均化し，勤続給が
消滅する可能性がある．したがって，勤続給だけで労働力を特定の企業にとじこめることは不可能
であって，それとならんで，臨時工制度や企業内福利厚生施設が採られなければならない．これら
は賃金にくらべて，平均化しにくいからである．　　　　　　ダ
／ゝ
　すでにのべたように，簡単労働市場とは一国の労働市場のことであり，したがって，複雑労働市
場は簡単労働市場の内部に成立することになる．複雑労働市場もまた，簡単労働市場の内部におけ
る相対的に独自な労働力需給関係の場である．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀
　そうして，複雑労働市場は具体的労働の種類によって,いわゆる職種別労働市場（職務別労働市場）
として存在し，それらの市場で複雑労働力の価値（市場価値）が形成される．それらの価値は，ほぽ
複雑度に対応して，階層構造を形づくっている．
　複雑労働力か簡単労働力に転化しうるために，資本主義の特定の段階で複雑労働が支配的であっ
ても，社会的に平均的な労働力の価値は簡単労働力の価値である．
　生産技術の進歩のなかで，特定職種の労働が複雑労働から簡単労働に転化する場合，その職場が
従来の熟練労働者によってしめられていても，また，その職種の職業別組合か従来の熟練労働者に
よって組織されていても，労働力の価値は，すでに，簡単労働力の価値に減少している．かれらの
賃金が高くても，その職種の労働市場には不熟練労働者が流入し，その市場は簡単労働市場に包含
されているので，そこで独自の職種別労働力の価値が成立することはない．従来の複雑労働力の価
値は消滅し，簡単労働力の価値だけがある．たまたま，かれらは簡単労働力の価値をこえる賃金を
えているにすぎない．熟練労働者は職場や労働組合から不熟練労働者を排除することができても，
労働市場からかれらを排除することはできない．労働力の価値（市場価値）を形成する労働市場は客
観的に創出されるのであって，国家，資本家，労働組合の政策はその市場を変形したり，廃止した
りすることはできない．それらの政策はこの客観的な労働市場の内部で，労働力の需給関係に作用
しうるにすぎない．
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　複雑労働力の価値についても，はじめに考察したような労働力の価値規定の特殊性が問題にな
る．　この問題は，とくに，複雑労働の職種別市場での労働力の構成比率が，簡単労働市場，つまり
一国の労働市場の労働力の構成比率から乖離するさいに生ずる．
　たとえば，ある複雑労働の職種別市場で女性労働力が支配的であるとき，賃金は女性労働力の個
別価値の水準に成立するかもしれない．数字をもちいて考えてみよう．簡単労働における男性労働
力の個別価値を100,女性のそれを60とすれば，簡単労働力の価値は100である．複雑労働における
男性労働力の個別価値を120,女性のそれを80にしよう．この職種の労働市場で男性が支配的,であ
れば･労働力の価値は120になる．　しかし，女性労働力が支配的であり，そのために賃金が80の水
準に成立するならば，これは複雑労働力の価値ではなくて，価値以下に低下した賃金である．労働
力の価値は，少くとも，簡単労働力の価値. 100をこえているはずである．
　さきに，一般商品にかんしてはその価値は最小の個別価値と最大の個別価値とのあいだに成立す
る，とのべたが，この場合には，もし女性労働力のみがその労働市場に参加するとすれば，労働力
の価値は最大の個別価値，80をこえることになる．労働力の価値規定の特殊性からそれは許されよ
う．
　このようにして形成される労働力の価値の階層構造は複雑度を正確に表現するとはかぎらない．
複雑労働力の価値も，職種別労働市場における労働力の需給関係のなかで慣習化した賃金額によっ
て影響される．したがって，簡単労働職種であっても複雑労働なみの賃金を成立させることもあれ
ば，きわめて高級な複雑労働職種であっても簡単労働力の価値に近い水準に労働力の価値を成立さ
せることもある.
　’ところで，複雑労働力の価値は，一方では技術の進歩を刺激し，熟練度の低下によって労働力の
流入を容易にするとともに，他方では職種間の賃金格差によって高級職種への労働力の流入を刺激
する．複雑労働力の価値が大きいという，そのこと自体が労働力の移動を刺激し，そのために賃金
が低い方へ平均化する傾向をもつことになる．普通，複雑度に照応した賃金格差は正当格差とみな
される斌正当格差であろうと不当格差であろうと，賃金格差は労働力の移動をうながし，賃金の
低下傾向をもたらすのである．
七
　労働力の価値は，働き手の労働力を再生産するための，必要労働時間の歴史をうけつぐものであ
り，しかも，それ自体のなかに階級関係がこめられているので，現実の賃金の変動によってその大
いさが変動する．長期にわたる賃金の変勁は労働力の個別価値の大いさを変え，その結果，労働力
の価値の大いさも変わることになる．
　しかし，労働力め価値規定の特殊性から，たとい個別価値の小さい労働力が支配的になっても，
その労働力が価値を規定するとはかぎらない．成立した賃金が労働力の正常な活動条件と再生産条
件を破壊するときには，その賃金は労働力の価値以下に低下している．゛･
　いわゆる労働者階級の欲望の向上は，その底に生産力め向上にともなう生活資料の種類と量の増
大，労働者の集団労働と集団生活をもっており，そのなかで，購買力をもつ欲望の'向上は労働者が
自己の労働力を販売するための不可欠の条件になっている．抽象的には，労働力の価値とは購買力
をともなう欲望の平均水準に照応するものである．
　購買力をともなう欲望は賃金に裏づけされた欲望である．したがって;　欲望の向上は，主とし
て，労働力の価値への賃金の上昇，ないしは賃金の向上による労働力の価値そのものの増大を通じ
て，つまり労働力の価値の運動を通じて，実現される.'
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その場合に，労働者階級の窮乏が賃金と労働条件にかんして全面的に進行することがないよう
に，欲望の向上もかた寄ってあらわれる．窮乏のなかで欲望が向上するのはそのためである．ま
た，特定の欲望を最大限に個'々の労働者が追求するなかで，その欲望は社会的に平均化するi
　労働力の価値は，抽象的には，労働者階級の社会的に平均的な欲望の水準をしめしている．もち
ろん，ここでいう欲望とは購買力をともなう欲望である．この欲望の水準をみたすような条件のな
かで再生産された労働力だけか，平均的な品質をもつ労働｀力として販売される．
　現実には，これまで考察してきたように賃金は労働力の価値以下に低下する傾向をもっており，
産業予備軍の存在かその傾向を一層強めるので，多数の労働者は，労働力の販売競争のなかで，購
買力をもたぬ，心理的な欲望をもつことになる．しかし，購買力を｀ともなわない欲望はノ直接，労
働力の価値の大いさを規定することはない．購買力をともなわない欲望が労働力め価値の大いさ
を，直接，規定するという考えは誤りである．
(昭和45年９月29日受理)
